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Ⅰ 金融の外からやってきた金融サービス 

本研究は、アマゾン・アリババ・楽天などの巨大テクノロジー企業が提供する、金

融の外で培った理念やノウハウに基づいた金融サービスを考察し、既存の金融機関と

くに地域金融機関のサービスがいかにあるべきかを考える。筆者はこれまで金融から

地域をみるのではなく、地域から金融をみる重要性を述べてきたが 1、本稿では金融

外の巨大テクノロジー企業が提供する金融サービスの分析から、地域金融機関の未来

を考察する。 

人々の価値観が「モノ」から「コト」へと移るなか、（消費者に限らない）顧客の体

験を中心に置き、サービスやプロダクトを考える「カスタマー・エクスペリエンス（顧

客の体験価値）」の重要性が増している。金融機関はフィンテックの開発やフィンテッ

ク企業との連携を模索するが、巨大テクノロジー企業は、フィンテックの多くの分野

を、上記の理念に基づき、金融以外の広範なサービスと連動させ展開している。銀行

サービスは、より広いノンバンキングの領域のなかの、単なる小さな構成部品へ追い

やられるという見方すらある（Marous (2017)）。こうした状況は「組込み型バンキング

（embedded banking）」と呼ばれ、このシステムを形成できる最有力候補は、巨大テク

ノロジー企業だろう。フィンテック企業でも、金融サービスを単にそれとして提供す

る企業は淘汰される可能性がある。巨大テクノロジー企業による、リテール・ホール

セールに及ぶ、異次元のサービスを分析することで、地域金融機関の課題とあるべき

姿を提示する。具体的には、まず巨大テクノロジー企業の全体像のなかで金融サービ

スの特徴を把握する。次いで、巨大テクノロジー企業発祥の地であるアメリカを取り

上げ、その金融サービスと地域金融機関の金融サービスとの競合および後者の対応を

考察し、最後にわが国地域金融機関への含意を述べる。 

以下、Ⅱでは上記の解明の土台となる、社会システムの変貌、つまりエコシステム

（自律分散型システム）を、価値観の変化とテクロノジーの進展から明らかにする。

そのうえで、フィンテックをエコシステムの金融分野として捉える。Ⅲでは、各種資

料や先行研究などから、巨大テクノロジー企業とくにその代表格であるアマゾンを取

り上げ、カスタマー・エクスペリエンスに基づき提供するサービスの全体像を提示し

たのち、金融サービスの目的・役割や運営（自社クラウドをベースとした金流・商流・

物流による展開）を解明する。併せて、既存の金融機関とは異なる、オンラインレン

ダーとクラウドファンディング（企業）による金融サービスの特徴を考察する。Ⅳで

は、まずアメリカを取り上げ、巨大テクノロジー企業等の金融サービスとコミュニテ

ィバンクのそれとの競合および後者の対応を分析する。これらを踏まえ、わが国の地

域金融機関は、エコシステムにおいて、どのような価値観をもち、テクノロジーを活

                                                        
1 内田（2017）を参照。  
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用して、いかに地域の金融サービスを提供していくべきかを考える。 

なお、巨大テクノロジー企業については、その特徴や勢力の裏返しとして、たとえ

ば「アマゾンエフェクト」という表現に象徴されるように、既存企業への影響、市場

独占、情報の占有、課税などの問題がある。また金融面では、既存金融機関への規制

との関係でのレベルプレーイングフィールドや、金融システムの安定性・競争・デー

タ保護の課題がある 2。これらについては、多くある文献等を参照されたい。 

 

Ⅱ エコシステムとフィンテック 

1 エコシステム 3 

ここではⅡ・2 以降の分析の土台となる、社会システムの変貌、つまりエコシステ

ム化を、価値観の変化とテクロノジーの進展から明らかにする。社会システムは、効

率性を重んじる市場論理と、人間関係のなかで生じる伝統・文化・慣習などを重んじ

る非市場論理のバランスのうえに成り立っている。市場論理とりわけグローバリゼー

ションが拡大してくると、逆説的だが、社会全体のバランスを保つために、非市場論

理や社会的利益などを重視する、いわゆるソーシャルな領域あるいは市民社会の重み

が増し広がってくる。グローバリゼーションが企業を媒介にして拡大すればするほど、

国家の役割は低下し、企業は拡大・拡散するため、個人レベルではむしろ、国家と企

業に限定されない、「立ち位置」と「拠り所（ネットワーク）」が重要になってくる。

山崎（2003）の表現を借りれば、人間関係のすべてが合理性と効率性へと収斂を強め

る、組織原理が優先する社会構造からの転換である。もちろん、国ごとの社会システ

ムや組織の違いによって、グローバリゼーションなどの影響の程度、表われ方や、対

応はまったく同じではない。また、社会的なセイフティネットを持たないまま、グロ

ーバリゼーションに邁進すれば、反グローバリゼーションや保護主義を誘発すること

になる。 

ソーシャルメディアとくにフェイスブックは、人と人のつながり（コミュニケーシ

ョン）を基本としてつくられる「社交的」ネットワークであり、先にふれた社会シス

テムの大きな変化に呼応して普及したものと考えられる。同時に、ソーシャルメディ

アの存在は人々の価値観の変化や IT の進歩をともない、多種多様な人間が、既存の国

家、地域社会や組織を超え、オフライン（対面）・オンラインを通じて、協働・協創す

ることを可能にした。 

こうしたエコシステムにおいて、かつて物理的空間に収まっていた、価値観の共有

や行動の範囲は格段に広がり多様化し、さまざまな可能性が拡大している。これまで

わが国では、組織（企業）が人に適応するのではなく、人が組織に適応することが求

                                                        
2 BIS (2019) などを参照。 
3 内田（2017）34~38 頁に多くを依拠している。  
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められてきた（小野（2017））。そして生活や地域社会での活動は、かつては少なから

ず企業（職場）とのかかわりのなかで規定されていた。換言すれば、企業を通して地

域社会の多くを理解できた。エコシステムでは異なる。企業を媒介とした垂直型のシ

ステムから、水平型のシステムへの転換であり（図表 1）、生産性や安全性を重視した

クローズドな社会・組織・仕組みに対し、嗜好や利便性を重視したオープン（協創的）

なそれらへの転換である。エコシステム化は色々な領域で顕在化しさまざまな影響を

もらす。シェアリングエコノミーはエコシステムのわかりやすい現象である。 

 

 

昨今の共感とか価値観の共有を重んじる風潮に、ナイーブなものを感じる向きもあ

るだろうし、そうした側面があることは否定できない。ソーシャルメディアの社交的

な側面が忘れさられ、居心地のいい仲間との現実逃避に陥るツールとして利用される

懸念は常にある。こうした懸念や心配はあるものの、エコシステム化は確実に進んで

いる。 

なお、エコシステムの用語は用いるものによって異なることがある。アマゾンなど

の巨大テクノロジー企業が提供するさまざまなサービスからなる経済圏をエコシステ

ムと呼ぶ場合もあるが、本稿では混乱を避けるため巨大テクノロジー企業のエコシス

テムは「経済圏」と表現する。 
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2 エコシステムの金融分野であるフィンテック 

金融システムは社会システムのサブシステムであり、社会システムの変化の影響を

当然ながら受ける 4。金融分野でもフィンテックと呼ばれるエコシステム化が起きて

いる。フィンテックとは、「金融（finance）」と「技術（technology）」を組み合わせた

造語で、世界的に普及したスマートフォンのインフラや、ビックデータ、AI（人工知

能）などの最新技術を駆使した金融サービスを指す。フィンテックの分野は多岐にわ

たり、決済、送金、個人資産管理、個人向金融、個人による投資サポート、小規模企

業向けサービス、資本性資金調達、融資などからなる（図表 2）。わが国でもさまざま

な議論や取組みがおこなわれており、他の産業とくらべて金融業が顧客志向の対応が

不十分であったことや、法人向融資業務の飽和状態の裏返しからか、とりわけ決済や

送金などの B2C 分野への関心が高いように感じられる。 
 

 
                                                        
4 本段落の記述は内田（2017）50~52 頁に依拠している。 
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フィンテックのサービスを機能別にみると、①決済や送金、②個人向金融、資本性

資金調達や融資、③個人資産管理、個人による投資サポートや、小規模企業向などの

サポートに大別できる。 

サービスを提供主体別にみると、フィンテック企業、巨大テクノロジー企業、既存

の金融機関に区分できる。一方で、連携してサービスを提供するケースもあり、たと

えば銀行がクラウド会計ソフトを提供している freee 株式会社（東京都品川区）と連携

して、取引先企業の運転資金や経営コストなどをリアルタイムで把握し、融資に活用

している 5。また、アマゾン・アリババ・楽天などの巨大テクノロジー企業は、金融以

外のサービスと連動して金融サービスを提供しており、消費者やマーケットプレイス

の出店企業などの顧客と幅広い接点を持っている。 

 

Ⅲ オンラインレンダー、巨大テクノロジー企業、クラウドファンディング（企業） 

1 オンラインレンダー 

続いて中小企業の資金調達に焦点を当て、提供主体別に考察していく。まずはオン

ラインレンダーを取り上げるが、Ⅱの分類では融資に携わるフィンテック企業が該当

する。オンラインレンディングは、借手と貸手をマッチング（仲介）するソーシャル

レンディングと、金融事業者自らが資金を調達して貸出をおこなうバランスシートレ

ンディングに区分できる。後者については、次項の「2 巨大テクノロジー企業」で取

り上げ、ここでは前者について述べる。 

ソーシャルレンディングは 6、資金提供者と資金調達者の間での「貸出」を、運営

会社がネット上でマッチングさせるサービスである。借手が必要な金額を申し出て、

貸手の希望する利回りやリスクと合致すると実行される。アメリカでは 2006 年に起

業したプロスパーや 2007 年に起業した最大手のレンディングクラブなどがあり、わ

が国では 2008 年に起業した Maneo のほか、SBI グループの SBI ソーシャルレンディ

ング、独立系のエクスチェンジコーポレーション（ファンド名は AQUSH）などがあ

る。 

ソーシャルレンディングには、ソーシャルネットワーク型と投資信託型があり、ま

ずは前者について考察する。ソーシャルレンディングは、マイクロファイナンスのよ

うに、共同体的な社会的結合を活用して金融取引を実現するものではなく、①インタ

ーネット上の集合知、②貸手が信用審査のためにかける機会費用の安さ、および③「紐

付き」の貸出で貸手に発生する心理的な満足感（効用）によって、従来の金融機関に

は困難であった取引を、より効率的な形で実現している（森田（2013））。 

ソーシャルネットワーク型のソーシャルレンディングについて述べたが、アメリカ

                                                        
5 freee は単独でも融資業務を行っている。 
6 ソーシャルレンディングの記述は内田（2017）の 60~61 頁に依拠している。 
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では個人が貸し出すばかりでなく、ヘッジファンドや機関投資家が貸し出すケースも

多く、この点に着目した場合はマーケットプレイスレンディングと呼ばれる。 

 

2 巨大テクノロジー企業 

バランスシートレンディングは、前述のように、金融事業者自らが資金を調達して

貸出をおこない、2 つのタイプに分けられる。1 つは、巨大テクノロジー企業のよう

に、貸出先を自らのマーケットプレイスの出店企業に限定し、取引記録や SNS での評

判などを AI などで審査するものである。もう 1 つは、マーケットプレイスをもたず、

個人に SNS も含めた個人情報を AI などで審査するものである。本稿では前者を扱う

が、後者について若干言及すると、これはリレーションシップレンディングとの対比

で議論されるトランザクションレンディングと類似するところもあるものの、後者の

バランスシートレンディングでは、対象が主に個人であることや、SNS での評判など

も含めた情報をも用いて審査する点などがトランザクションレンディングとは異なる。 

巨大テクノロジー企業の金融サービスは企業ごとに異なるが、大まかにいうとマー

ケットプレイスの顧客である個人・企業を対象とし、そのサービスは決済から貸出ま

でに及ぶ。アマゾンが、非金融サービスを拡充するうえで、それに付随して金融サー

ビスを提供するのに対し、アリババやテンセントは、決済を中心とした金融サービス

を梃に金融以外のサービスの拡大を図っている 7。以下ではアマゾンについて述べる

8。 

アマゾンは、「地球上で最も顧客第一主義の会社（ earth’s most customer-centric 

company）」を志向しており、ここでいう「顧客・カスタマー」は消費者だけでなく、

販売者、ディベロッパー、企業、コンテンツクリエイターのアマゾン経済圏にかかわ

る人々をさしている。また、カスタマー・エクスペリエンスとは、前述のように、人々

の価値観が「モノ」から「コト」へと移るなか、顧客の体験を中心に置き、サービス

やプロダクトを考えることであるが、アマゾンでは具体的に、低価格化、可能性の改

善、より迅速なデリバリーとパフォーマンス時間の提供、選択の向上、商品カテゴリ

ー・サービス提供の向上、商品情報の拡大、使いやすさの向上、信頼の向上、および

顧客の信頼の獲得と定義し、その改善を図ることである 9。 

アマゾンの事業構造は図表 3 のように捉えられる。金融サービスには、決済として、

クレジットカード、アマゾンペイ（アマゾン以外の EC サイトにアマゾンのアカウン

トでログインし、アカウントに登録されている情報を利用して購入できる決済サービ

ス）のほか、アマゾンアレクサを利用した音声決済、アマゾンゴーで用いられている

                                                        
7 アマゾンの記述は田中  (2019a) 、田中（2019b）および成毛（2018）に多くを依拠している。 
8 本稿では“Amazon”の標記は一部を除き「アマゾン」で統一する。 
9 Amazon (2019), p. 3 and p. 18. 
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IoT 決済がある。預金類似サービスとしては、アマゾンギフトカード（アマゾン内で

のショッピングに使えるギフトカードでアマゾンポイントが付く）やアマゾンキャッ

シュ（プリペイド口座）がある 10。 

 

これらの金融サービスのなかでアマゾンレンディング（短期運転資金型ローン）を

取り上げる。アマゾンによれば、これは同社のマーケットプレイスに参加している法

人販売事業者を対象とし、販売事業者のビジネスの成長を支援する為に、必要とする

資金を必要とするタイミングで、簡単に提供するものである。日本では 2014 年 2 月か

ら提供され、以下の概要はアマゾンジャパン（Amazon.co.jp）内のプレスリリースから

の抜粋である 11。 

 

1. 簡単なオンライン手続きでタイムリーな資金調達が可能 

初回の申し込みは、ローン入金まで最短で 5 営業日で完了。2 回目以降の申し込み

は、手続きのプロセスが簡略化され、最短で 3 営業日にローンが入金される。 

2. シンプルな返済手続き 

販売事業者の売上が決済されるアマゾンのアカウントより、毎月自動引き落としさ

れる。 

3. コストの軽減 

                                                        
10 田中（2019b）112~122 頁を参照。  
11 https://www.amazon.co.jp/gp/press/pr/20140220 

プラットフォーム

エコシステム

金融

ロジスティクス

  クラウド

　コンピューティング

図表３　アマゾンの事業構造：ビジネスモデルのレイヤー構造

フルフィルメント・バイ・アマゾン　ドローン（FBA）

アマゾン・ウェブ・サービス（AWS）　AI

（出所）　田中（2019a）35頁に加筆修正。

　商品・サービス・
コンテンツ

プライム会員サービス

アパレル・ファッション　生鮮食品　プライムビデオ　「スキル」

書籍・雑貨・家電・その他　デジタル配信　エンタメ　ホルフーズ

ECサイト　キンドル　アマゾン・エコー　アマゾン・マーケットプレイス

アマゾン・アレクサ　アマゾン・ゴー

クレジットカード　アマゾン・レンディング　アマゾン・ペイ　フィンテック
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早期弁済時の手数料はかからない。 

4. 最大 5000 万円までの融資額。 

【商品概要】  

融資対象： アマゾンマーケットプレイスのビジネスで実績のある法人の販売事業者  

融資額： 100,000 円～50,000,000 円  

融資利率： 8.9% ～ 13.9%（年率）  

返済の方式： 元利均等返済方式  

返済期間及び返済回数： 3 ヵ月（3 回）／6 ヵ月（6 回）  

資金使途： アマゾンジャパン内アマゾンマーケットプレイスでのビジネスを更に拡

大、成長していただくため 

遅延損害金： 20.0%（年率）  

 

審査方法の記載はないが、アマゾンはマーケットプレイスの出店企業に、フルフィ

ルメントと呼ばれる、受注・決済・在庫管理・梱包・配送までの一連の業務を提供し、

商流・物流・金流を押さえているため、事業者の商品販売状況や在庫状況、顧客から

の評価などのデータを AI で分析している。また、在庫・物流の存在は動産担保として

も機能している。 

先に触れたように、アマゾンにとって金融は、カスタマー・エクスペリエンスの向

上や小売・EC の強化とそれによって実現されるアマゾン経済圏拡大のための手段と

いう位置づけだが、アマゾンは、既存の金融機関にはない、広範な顧客接点やカスタ

マー・エクスペリエンスを通じて、顧客との良好な関係を有している 12。 

 

3 クラウドファンディング（企業） 13 

クラウドファンディングは、資金を調達したい個人や企業と、資金を運用したい不

特定多数の個人とを、運営会社がインターネット上のプラットフォームでマッチング

させるサービスである。資金調達者が必要な金額を申し出て、資金提供者が資金使途

やリスクを勘案して提供に値すると考えれば実行される。Ⅱ・2 の分類でいえば資本

性資金調達に該当するが、クラウドファンディングの種類自体には、寄附・購入・貸

出・出資があり、貸出はソーシャルレンディングに分類されるので、以下の説明はソ

ーシャルレンディングを除いた 3 つの種類についてである。 

クラウドファンディングの特徴は、①資金使途に商品開発から地域振興や社会問題

解決までを含み、幅広い点、②資金の必要性をプラットフォームやフェイスブック、

さらにはオフライン（対面）を使ってアピールする点、③資金調達後も、これらを利

                                                        
12 田中（2019b）32~34 頁を参照。 
13 内田（2017）54~59 頁に多くを依拠している。 
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用して資金提供者へ活動の進捗状況などを報告したり、ときには交流したりする点な

どである。また、④とくに商品開発では、資金の調達を通じて当該商品の潜在的需要

を推し量ることもでき、直接的なコストがかかることなくマーケティングとして機能

している点も特徴である。資金提供者が好みや要望を述べることで、企業との間に協

働の関係が生じることもある。 

次に、資金提供者側からクラウドファンディングの特徴をみると、⑤提供者が金銭

的リターンばかりでなく、提供した資金がどのように使われるのかという、社会的リ

ターンにも興味をもっている点にある。そして、⑥ときには（商品開発に限らず）事

業活動そのものを応援し、参加することさえある。ソーシャルメディアを利用した新

しい金融の真骨頂である。 

 

Ⅳ 地域金融機関の未来 

1 アメリカ 

1-1 コミュニティバンクの存在 

アメリカの金融システムは、効率性を重んじる市場論理と、伝統・文化・慣習など

からなる非市場論理という二面性をもち合わせている。ウォールストリートが主に市

場論理で機能するなかで、メインストリートの存在意義（本質）は市場論理とコミュ

ニティの要請（非市場論理）を調和させるところにある。 

総資産 10 ドル未満のコミュニティバンクは、メインストリートの中心的な金融機

関である。Ⅲで考察した、金融外からの新しい金融サービスは、コミュニティバンク

にどのような影響を与えるのかを考察する。 

 

1-2 オンラインレンダーとの競合 

まずは、ニューヨークなどの連邦準備銀行による中小企業の業績や資金調達などの

調査 （SBCS＝Small Business Credit Survey）から、オンラインレンダーとコミュニテ

ィバンク等との競合についてみていく。 

2019 年版は 14、2018 年の第 3・4 四半期に 50 州とワシントン D.C.に存在する、雇

用のある中小企業 6,614 社から回答をえている。2018 年に多くの中小企業は収入を増

加させ、雇用を増大させた。資金調達先については、大規模銀行を望むものが 49％、

コミュニティバンクが 44％、オンラインレンダーが 32％である。なお、この調査のオ

ンラインレンダーは、レンディングクラブ、オンデック、 キャンキャピタル、ペイパ

ルワーキングキャピタルからなる。 

2018 年に借入を申請した企業の 47％は、満額を借りられている（2017 年は 47％）。

                                                        
14 2019 年版は 12 の連邦準備銀行である。  
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クレジット・リスク別でみると、低リスク企業で 57％、中リスク企業で 31％、高リス

ク企業で 8％となっている。 

オンラインレンダーへの申請は、2017 年の 24％から 2018 年に 32％へと上昇してい

る。ミディアムリスクとハイリスクの企業では、54％がオンラインレンダーに借入を

申請している。ミディアムリスクとハイリスクの企業は、大規模銀行とコミュニティ

バンクにも 50％と 41％の割合で申請している。これらの企業は、貸出・貸出枠、キャ

ッシュアドバンス（クレジットカードの短期・小口の即時融資）についての借入成功

率は、オンラインレンダー・82％、大規模銀行・58％、コミュニティバンク・71％で

ある。オンラインレンダーの魅力としては、融資決定のスピード、資金調達の可能性、

担保不徴求がある。オンラインレンダーの満足度（満足から不満足を引いたもの）は、

2017 年の 39％から 2018 年に 33％に低下しており、他の貸手よりもその水準は低い

（大規模銀行・55％、コミュニティバンク・73％）。また、高金利、返済条件の悪さが

挙げられている（図表 4）。これらの満足度は、借入はあるが当該時期に新規借り入れ

をしていない企業では、オンラインレンダー・49％、大規模銀行・63％、コミュニテ

ィバンク・73％である。 

 

 

1-3 巨大テクノロジー企業との競合 

巨大資本が銀行業に参入しようとした例としては、世界最大の総合スーパーのウォ

ルマートがある 15。これにかかる議論を確認したうえで、巨大テクノロジー企業によ

る金融サービス提供の影響について検討する。1999 年のグラム・リーチ・ブライリー

                                                        
15 ウォルマートの取組みの詳細は内田（2017）102-104 頁を参照。  
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図表４ 資金調達できた借手が不満と答えた項目（2018年）
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（出所）Small Business Credit Survey 2019.
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法（GLB 法）で、銀行と一般事業会社の結合は禁じられたが、ユタ州などにある銀行

類似の勤労者貸付会社はこの例外であった。ウォルマートは、顧客のデビットカード

利用にともなって同社が銀行へ支払う手数料の節約を目的にこの例外を使って何度と

なく銀行業に参入しようとした。しかし、実現に至らず、ウォルマートはその後アメ

リカン・エキスプレスと提携して、利用者決済口座を作り、あらかじめ入金した資金

を使って買い物ができるサービスを開始した 16。ウォルマートの参入が実現しなかっ

たのは、コミュニティバンクが廃業に追い込まれるなど、参入の負の影響がメインス

トリートの金融システム全般に及ぶのに対し、効果は個別企業に帰属するという図式

が広く受け入れられたからである。一方で、ウォルマートが、銀行サービスを受けら

れない（アンバンクトな）顧客への口座提供なども掲げ、銀行業界の未充足地を突い

たように、異業種の参入規制の論議が、メインストリートの利益擁護に終始すれば事

態は変化しうる。金融技術の進展などで環境が変化するなかで、地理的規制が緩和・

撤廃されたのに対し、異業種参入において市場論理とは異なる参入規制を維持してい

くことの意味が、コミュニティや顧客の要請と乖離していないことがいっそう重要で

ある。なお、2017 年に入り、フィンテック企業のソーシャルファイナンス（SoFi）や

スクエアが、勤労者貸付会社の設立を目指して当局に申請を行っている。 

ウォルマートのケースは、銀行業の参入を目指したものの、その負の影響が心配さ

れ、制度的に参入が拒まれたものだが、アマゾンのケースは銀行業の免許を取得する

ことなく、決済・為替・貸出などの実質上の銀行業務を手掛けており、現行ではこれ

を制限する仕組み（制度）は存在しない。アマゾンも既存銀行の決済システムを利用

しているが、既存の銀行には口座の維持管理だけしか残らないことも想像できる。ま

た、アマゾンがブロックチェーンを使って独自の仮想通貨を発行すれば 17、銀行免許

を持たずに機能的には多くの銀行業務をできるようになる。貸出面をみると、アマゾ

ンレンディングはマーケットプレイスの企業にそこで生まれる情報を AI などで審査

し、借入が必要な時期に先に貸出の提案をするなど、これまでの銀行にはない手法を

用いてサービスを提供している。資金は短期に限定され、金利は高く、対象者は主に

B2C 企業にとどまり、コミュニティバンクと全面的に競合するものではないが、フル

フィルメントのなかで金融を提供する点は中小企業には魅力的であり、仮にコミュニ

ティバンクの取引先企業がアマゾンのマーケットプレイスに出店しても貸出をコミュ

ニティバンクから利用するか否かは定かでない。 

もう少し話を進めて「組込み型バンキング（embedded banking）」の観点から議論を

行うと、たとえば Marous（2017）はリテールについて述べているが、将来的には、バ

                                                        
16 『日本経済新聞』2012 年 10 月 9 日夕刊。  
17 フェイスブックは 2020 年から仮想通貨「リブラ」のサービスを提供すると表明した（『日本経
済新聞』2019 年 6 月 20 日）。  
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ンキングの領域が金融サービスをはるかに超えて広がるか、あるいは金融サービスが

より広いノンバンキングの領域のなかの、単なる小さな構成部品へ追いやられること

になるという（図表 5）18。前者では、銀行は他銀行や他産業が提供する非金融補助的

サービスをまとめるハブになることができ、カスタマー・エクスペリエンスを向上さ

せられる。一方で、コミュニティバンクではないが、アマゾンのマーケットプレイス

に自行の金融サービスを展開しようとする、後者に沿った動きもみられる 19。 

 

キング（2019）は、組込み型バンキングが（リテールに限らず）広がるなかで、生

き残れるコミュニティバンクは 50％程度であると予想する（436 頁）。同時にコミュニ

ティバンクの生き残り策として以下を挙げている（442~454 頁）。①テクノロジー人材

を経営層に加える、②ミレニアム世代とＺ世代を多く雇用する（可能なら）、③俊敏（ア

ジャイル）化する、④銀行員の雇用をやめ、異なるタレントを惹き付ける、⑤最も影

響の大きいデジタル変革工程に優先して取り組む。Marous（2017）やキング（2019）

では、コミュニティバンクが組込み型バンキング化できるか否かを論じているようだ

が、コミュニティバンクが、テクノロジーが進展するなかで、（組込み型化しないでも）

引き続き必要とされる否かは、AI の性能を見極めたうえでの人間の役割という観点か

                                                        
18 Marous はこの論考とほぼ同様な内容のものをキング（2019）に寄稿している。  
19 松原（2020）。 
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らも考える必要があり、詳しくは 2 で言及する。 

  

1-4 クラウドファンディングとの競合 

クラウドファンディングはネット上の取引ではあるが、価値観の共有などを介在し

ておこなわれる金融であり、リレーションシップを志向する企業と親和性が高いもの

とも考えられる。クラウドファンディングがコミュニティバンクの貸出を部分的に代

替することはあるが、一方でクラウドファンディングはプロジェクト型の資金調達で

あり、銀行の貸出と必ずしも全面的に競合するものではないだろう。 

 

2 わが国 

わが国ではバブル経済が崩壊し、銀行の不良債権処理が大きな問題になった。これ

を乗り越えた先には人口減少社会とマイナス金利政策という難題が地域金融機関を待

ち受けていた。アメリカのコミュニティバンクを取り巻く環境は必ずしもわが国地域

金融間のそれと同じではなく、デジタル化の進展とその影響の程度にも違いはあるが、

巨大テクノロジー企業等の提供する金融サービスへの対応は、日米の銀行に共通した

課題であり、同時に新しい可能性を探るという側面も持ち合わせている。 

これまで議論してきたように、オンラインレンダー、巨大テクノロジー企業、クラ

ウドファンディング（企業）といった、金融外（あるいは既存の金融機関外）の主体

は、フィンテックなどのテクノロジーを利用して、多くの領域で実質的な金融サービ

スを提供し始めている。銀行サイドからはレベルプレーイングフィールドの観点で問

題視するところもあり、実際に銀行の業務範囲の制限緩和を求める動きもある。こう

した論点は検討に値するが、一方で筆者が考えるのは、仮に銀行の業務範囲の制限が

取り払われれば、銀行はかつての輝きを自動的に取り戻せるのだろうか。この点を金

融のアンバンドリングの観点から考えてみよう。銀行の貸出業務のアンバンドリング

が進展しても、最後まで銀行が担うことになるのは情報生産機能であり、これが銀行

の貸出業務の本質であるとされてきた。しかし、テクノロジーの進展で、この類似の

機能は当座預金を提供する主体でなくても果たるようになってきた。この意味すると

ころは、銀行は自らの情報生産機能の特徴を見極めながら、これに何をバンドリング

して顧客に魅力的なサービスを提供してくのかが重要になっているということである。 

こうした点を踏まえてオンラインレンダーなどの金融サービスをみると、すべての

主体がインターネットを活用する一方で、オンラインレンダーと巨大テクノロジー企

業では、AI の活用に共通点がある。また、巨大テクノロジー企業とクラウドファンデ

ィングでは、金融サービスありきではなく、金融と金融以外の両方の側面を持ち合わ

せており、金融以外のサービスのなかに金融が組み込まれ、価値観や体験価値といっ

たものがより重要視されている。オンラインレンダーも銀行にとって手ごわい競争相
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手ではあるが、本当の脅威は、顧客との幅広い接点や価値の共有をもった、巨大テク

ノロジー企業やクラウドファンディング（企業）であろう。Marous（2017）やキング

（2019）がいうような組込み型バンキングがやがて成立するか否かには検討の余地が

あるものの、巨大テクノロジー企業のカスタマー・エクスペリエンスを参考にして、

銀行なりの価値を作り出すことが問われている。 

少し違った側面から論じよう。巷では、銀行業務の多くが AI に置き換わり、そうし

た業務に携わる職員は仕事を失う可能性があるといわれている 20。それでは逆に、AI

時代にも必要とされる業務・職員とはどのようなものだろうか。Ⅱ・1 で議論したエ

コシステムでは、「どのように」するのかではなく、「何を」するのかが問われる。こ

の区分は、AI に取って代わられる業務と、そうでない業務という区分に言い換えられ

る。前者については、ビッグデータを AI で分析したり、ブロックチェーンでルーティ

ン業務をこなしたりする。しかし、後者は、未来に向かっての判断であり、価値観が

問われてくる。何をしたいのかは人間が決めることだ。価値観を生み出す主体であろ

うとする地域金融機関には、人間がやるべき仕事がより多く生まれるだろう。国籍や

男女を問わず「日本人男性化」した仕事ぶりを求める、共同体型の組織は生き残れず、

そうした組織を温存しようとする地域社会も早晩息詰まるだろう。見方を変えれば、

エコシステムでは、人間にしかできない仕事が明らかになり、それに多くのエネルギ

ーを注ぎ込めるようになる。 

それではどこに多くのエネルギーを注ぎ込むのだろうか。オンラインを通して顧客

と多くの接点をもつ主体が、銀行業の免許を得ることなく、実質上の銀行業務をおこ

なえる。そして、この主体にとって銀行サービスの提供は主眼ではなく、カスタマー・

エクスペリエンスの一環として金融サービスを組み込んでいる。これらの状況は、地

域金融機関に単なるオフライン業務のオンライン化を促すレベルのものではなく、地

域金融機関にとってのカスタマー・エクスペリエンスとはなにかという、本質的な問

いを投げかけている。具体的な答えは個々の地域金融機関が考えるべきことだが、地

域金融機関のカスタマー・エクスペリエンスとは、企業を通してあるいは直接的に、

地域をどのようにしていきたいのかを考え実行していくことではないか。巨大テクノ

ロジー企業は独自の経済圏を作り上げその領域は広範囲に及ぶものの、見方を変えれ

ば、カバーしている領域は、その業務展開からは当然のことだが、基本的に顧客との

接点の範囲に限られる（図表 6）。地域金融機関が行うべきは、単に企業の資金繰りを

手当てすることではなく、企業の活動領域である地域社会をどうしたいのかを考え、

そのうえで企業とどのように活動していくのかを考えることだろう。エコシステム化

する地域社会で、下手な成功体験にとらわれず、冷静に環境を判断し、自らを見直し

                                                        
20 内田（2017）194 頁に依拠している。  
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て実施していくことが求められている。 
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